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藪田：社長の藪田でございます。本日は皆様、大変ご多忙の中、私どもの決算説明会にご参加をいた

だき、誠にありがとうございます。それでは、これより 26 年 9 月期第 2 四半期決算並びに、

26 年 9 月期業績予想につきまして、ご説明を申し上げます。 

まず、26 年 9 月期上期の決算概要です。連結では売上高 725 億円、経常利益 100 億円と、

増収増益で、売上高は 3 期ぶり、経常利益は 4 期ぶりの増加となりました。内訳としては、

TTC が旺盛な需要と受注残を背景に大幅増益となり、上期として過去最高益を更新しました。

一方 ITS は増収を確保したものの、新たな不採算案件の引き当て計上により減益です。ただ

し、不採算影響を除けば、その他の事業はおおむね計画通りの進捗となっています。純利益は、

投資有価証券売却益の計上もあり、大きく増加しています。 
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4 ページは、ただ今の決算内容を連結損益計算書にしたものです。 

後ほどご確認いただければと思います。 
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続いて、セグメント別の業績です。まず、三菱総研本体を主体とする TTC です。前期末からの

豊富な受注残を繰り越してスタートできたことに加え、期中においても旺盛な需要の下、受注

が順調に積み上がりました。 

官公庁では、戦略分野の医療・介護関連、DX・デジタル化対応案件が伸長し、民間でも経営戦

略・マーケティング、AI・半導体関連などが増収に寄与しました。 

売上成長に対して経費は微増にとどまり、増収効果が利益拡大に直結しました。結果として、売

上高は 335 億円、経常利益は 84 億円と大幅増益で、過去最高益です。受注高、受注残高も

高水準で推移しており、下期以降の見通しの確度を支える材料です。 
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次に ITS です。おおむね三菱総研 DCS グループの業績となります。売上高は 390 億円と堅

調に伸長しており、金融・カードの決済領域、文教・人材関連のサービス事業、一般産業向けな

どがけん引しました。一方で、システム開発案件で新たな不採算が発生し、受注損失引当金を計

上したため、経常利益は減益です。 

また、金融・カード分野の大型案件が予定通り完了した反動で、受注高、受注残高は減少してい

ますが、案件ポートフォリオの入れ替え局面と捉えています。 
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7 ページは TTC の経常利益の増減要因です。増収が高い効率で利益に転化している点が最大

のポイントです。前同比で経常利益が約 28 億円増えていますが、その太宗は（a）の実質増収

による押し上げです。付加価値の高い領域へリソース配分を進めてきた結果、売上の伸びに対

して追加コストが相対的に小さく、営業レバレッジが効いた格好となっています。 

（b）の人件費増は採用育成や処遇改善など、中長期の競争力に必要な増加分を織り込みつつ、

稼働の平準化やプロジェクト管理の高度化により、増収に見合う範囲に抑えています。（c）の経

費増も微増にとどまり、（d）の営業外要因は小幅なマイナスにとどまりました。 

上期の好調を生かしながら、次期中計を見据えた AI、研究開発、人材投資を下期に計画通り実

行する前提で、通期予算を組み立てています。短期利益の最大化ではなく、持続的な価値向上

につなげてまいります。 
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8 ページは ITS です。前期上期に発生した不採算影響や、移転費用の解消が増益要因となる

一方で、当期に新たに発生した不採算案件が減益要因となり、一過性要因としては差し引きで

3 億円規模のマイナスです。 

本業面では、大型案件完了の反動減（d）を、事業成長（e）がほぼ打ち返し、おおむね相殺できて

います。体制強化や施策実施に伴う費用増（f）は、先行コストで下期以降の効率化効果の発現

を見込んでいます。不採算案件が構造的な課題かどうか、投資家の皆様の関心が高い点かと思

われますが、現時点では個別案件要因と判断しております。 



 
 

 

7 
 

 

9 ページは、顧客業種別の売上高です。3 業種全て前期比増収です。TTC、ITS 共に、全ての

顧客業種で前同比増となっています。 
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10 ページはセグメント別の売上を顧客業種別に分解したものです。後ほどご確認をいただけ

ればと思います。 
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11 ページは進捗率です。第 2 四半期までの売上実績に、当期中に売上計上を見込む受注残高

を合算し、通期見通しに対する売上の積み上がり状況を示しています。全社で 89.2%、特に

TTC は 92.5%と高水準で、修正後の通期予想の達成は十分視野に入る状況です。ITS は

86.8%で、大型案件完了の入れ替えを織り込めば妥当な水準と捉えています。 
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12 ページは利益の進捗です。上期時点で通期予想を上回っていますが、当社は上期に売上計

上が集中する季節性がございます。加えて、次期中計に向けた人材、研究開発、AI 投資を下期

に着実に実行いたします。このため、通期見通しは上期実績の単純な延長ではなく、将来への

投資を織り込んだ蓋然（がいぜん）性の高い水準に設定しています。 
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13 ページ、14 ページは、売上高、経常利益の進捗率をセグメント別にお示ししたものです。後

ほどご参照いただければと思います。 
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15 ページをご覧ください。前期決算のご説明の中で、TTC、ITS、それぞれの当期事業方針を

ご説明いたしました。それぞれ次期中計に向けた中長期的な事業の方向性として策定したもの

であり、現在検討中の次期中計のベースになる方針でもあります。 

まず TTC です。選択と集中の考え方で、重点領域を設定しています。集中領域は医療・介護、エ

ネルギー・サステナビリティ、ビジネスアナリティクス（BA）・AI、総合領域は公共と経営・DX で

す。上期は 5 分野中 4 分野で 2 桁成長、進捗率もおおむね 6 割超で、特に BA・AI と医療・介

護は、前年を約 3 割から 4 割上回る伸びであります。仮説として定めた領域がおおむね想定

通り進捗しており、次期中計のベースになると考えています。一方で、各領域の人材制約もあり

ますので、採用・育成や生産性向上をセットで進めてまいります。 
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16 ページをご覧ください。ITS です。ITS は、マーケット規模、提案力・営業力、リソースの 3

つの軸で事業を評価し、重点分野への選択と集中を進めています。こちらもおおむね想定通り

の進捗となっており、引き続き次期中計に向けた検討のベースとして、各分野の深掘りを進め

てまいります。 
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17 ページをご覧ください。日本成長戦略本部では、戦略分野として 17 の分野を定め、官民に

おける投資を積極的に後押ししています。このページではこれら 17 の戦略分野における官公

庁からの受託状況を示しています。件数で前同比約 60 件、受注額で約 90 億円の大幅増加

で、受注全体に占める比率も上昇しています。政策の追い風を確実に捉えていることが、TTC

好調の背景の一つです。 
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18 ページはただ今ご説明した政府の戦略分野と、当社の強み・実績の対応関係です。後ほどご

参照いただければと思います。 
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ここから、26 年 9 月期の業績予想のご説明に移ります。20 ページをご覧ください。上期の好

調な実績と、TTC を中心とした受注状況を踏まえ、通期業績予想を上方修正いたします。修正

は TTC の上振れを合理的に反映したものです。 

一方で、前期下期の高稼働と同水準を、今期下期も前提に置くことにはリスクがあるため、稼

働、採用、外注の制約も織り込み、蓋然性の高い水準に設定しています。加えて、次期中計に向

けた必要投資を下期に着実に実施する想定を織り込んでいます。この投資には、人材の採用・

育成、AI 活用の基盤整備、研究開発、サービス化に向けた取り組みが含まれます。 

具体的には、全社員が複数の AI エンジンを業務で活用できる体制を整えるとともに、4 月に

全社的に活用推進する組織として、AI 共創推進センターを MRI 内に設置いたしました。また、

この後のトピックスのページでご紹介しておりますが、当社のサービスとしても既に AI を取り

込み、お客様に提供している実例が複数登場しています。引き続き、AI による新事業サービス

開発に積極的に取り組みたいと考えております。 

ITS は、不採算影響を織り込みつつ、それ以外の事業成長が当初想定通りに進捗しつつあるこ

とや、年金数理差異が期末に前期比で費用減となる見込みも踏まえ、現時点では予想を据え置

きといたしました。 
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21 ページは修正後の業績予想です。売上高は 1,250 億円、営業利益は 84 億円へ上方修正

し、前回予想比では売上高で 30 億円、営業利益で 9 億円の上積みです。経常利益は 95 億

円、純利益は投資有価証券売却益を反映し、66 億円へ修正します。ROE は 8.9%の見込みで

す。当社としては、資本効率を意識しつつ、成長投資を抑えて短期的な利益を生むのではなく、

将来の利益創出力を高めるための投資を優先いたします。その上で、株主還元については安定

性を重視し、中長期のキャッシュ創出力と投資需要のバランスを踏まえ、適切に判断してまいり

たいと考えております。 
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22 ページをご覧ください。配当方針は従来通り、安定配当を基本に、業績、将来の資金需要、

財務健全性のバランスを総合的に勘案して決定いたします。今期は、次期中計に向けた投資を

確実に実行する局面でもあり、現時点では配当予想は据え置きといたします。中間 80 円、期

末 85 円、年間 165 円でございます。業績が上振れた場合の取り扱いも含め、今後の状況を

しっかりと見極めた上で判断をしてまいりたいと思います。 
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ここから先はトピックスです。本日は要点のみご紹介し、詳細は後ほどご確認をいただければと

思います。24 ページは、AI を活用した事業展開の例です。金融分野で AI スコアリングモデル

の実務提供を開始し、審査判断の高度化をご支援しています。 

また、企業の AI ファーストへの転換支援として、構想から定着までの伴走型サービスを拡充し

ています。このような AI を活用した新事業・サービス開発を当社の成長領域の一つに位置付

け、引き続き推進してまいります。 
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25 ページから 27 ページは、この間、当社およびグループ各社から出したリリースの例です。

後ほどご確認をいただければと思います。 
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2９ページ以降は Appendix です。数値の詳細や四半期推移などを掲載しておりますので、後

ほどご参照いただければと思います。 

以上で私からのご説明を終わります。次期中期経営計画は現在検討中です。夏場に向けて具体

化していく予定でおります。上期の実績から、重点領域として仮説設定した方向性はおおむね

想定通り進捗しており、これが次期中計の事業の方向性のベースになると考えています。ご清

聴、誠にありがとうございました。 
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質疑応答 

 

質問者 A： TTC を上方修正したが、差し引きすると TTC の下期業績は昨年に比べかなり悪化する

見通し。下期に実施予定の投資の影響と思うが、もう少し具体的にその内容を聞きたい。 

回答者A： MRI の場合、官公庁からの受託業務が中心なので、年度末（3 月末）に向け売上が積みあ

がる一方で、例年下期（4～9 月）は種まきの時期として、赤字になる傾向がある。 

しかし昨年は下期も稼働が順調で、種まきと同時に刈り取りもずいぶん進んだ。結果、昨

年は利益面、経常利益ベースで下期はほぼイーブンだった。今期約 26 億円のマイナス見

込みになるので、前同比でみると差が大きい。 

背景事情は 2 つある。1 つは売上について。足元の受注状況は、かなり順調に進んでい

る。一方で、前期下期の稼働状況が非常に高かったので、同程度を見込むのはリスクがあ

ると考えている。結果的に、売上は保守的に見積もり、前同並みとした。 

2 つめは、各種の投資、先行的な経費支出について。下期には、来年度開始する中計に向

けて積極的に実行する計画であり、これが全体の収益の下押し要因になっている。 

個別には、AI を中心とした研究開発投資を下期 7 億円程度見込み、前同比 4～5 億円程

度増加する。人材への投資についてもベアや業績好調に伴う賞与増などで、7～8 億円程

度の前同比プラスを見込んでいる。 

さらに各種先行投資、システム投資や採用経費、海外への投資などの経費増も同程度見込

んでおり、合算すると前同比マイナスのかなりの部分が説明できる。加えて持分法適用子

会社の業績も、若干経常利益の下押し要因。 

上期がピークで下期以降はマイナスに転じるという形ではなく、売上や受注の状況は引き

続き大きな追い風の中にある。それをしっかり捉え、業績の好調続く中で、先行投資を中

心にした経費増に伴い下期は赤字という状況とご理解いただきたい。 

質問者 B： ITS では、昨年に続いて今年も大きな不採算案件が発生。不採算が発生した理由および再

発防止の取り組みについて教えてほしい。また、今期追加の不採算や費用発生が生じる可

能性はあるか。 

回答者B： まず本件に関ついて既に最大の引き当てを織り込んでおり、追加の費用発生が生じる可能

性は少ない。 

個別のお客様につき詳細は控えるが、システムとしては新しいものだった。さらに当初予

想したよりも仕様や業務の内容が非常に複雑であることが、仕様確定後に分かってきたこ

とが背景。 

システム開発なので、一定の確率で不採算が生じるリスクはあり、今後全くゼロになると

はいえないが、全体の傾向としては、新しいシステムでいくつかの仕様の変更や、業務が
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想定よりも複雑だったことが要因なので、今後同様の事態が起きないように対応すべく再

発防止策を立てている。 

具体的には、業務内容を深く理解するために、例えば上流工程により深く踏み込んでいく

こと。また、業務知識の蓄えを増やすこと。さらに、AI の活用で生産性の効率化を図った

り、外部パートナーとの連携を深め、全体としての対応力を向上させていったりといった

ことを包括的に実施していく必要があると考えいる。 

その方策として、4 月に開発力強化本部という新組織を設置した。この本部を中心に、開

発力全体の底上げやさらなる向上を図り、抜本的に類似の事態を極小化する取り組みを

行う。また、人事本部が中心となって人材戦略を高度化し、リスキルを含めたスキルの向

上に努めていく予定。 

なお、社内全体では約 1,500 件のプロジェクトがある中で、実際に課題案件化するのは

2%程度ということも併せて付言したい。 

質問者 C： 前回の中期経営計画の際は、中間決算で方向性を発表していた。今回は特に発表がない

が、発表は本決算発表時ということか。 

回答者 A： 次期中計は今まさに策定中で、中身を詰めるプロセス途上。次の本決算の発表時点で対外

的に発表したい。足元の中計は、昨年度、大幅な見直しを実施した。その中でこの 26 年度

は、2030 年のありたい姿の再設定と、次期中計策定に向けた事業の再構築に注力した

いとご説明した。 

現中計までは、TTC と ITS のシナジーの発現をグループの成長戦略の中核に据えて取り

組んできたが、できる部分とできない部分が明確化してきた。シナジー発現を期待する領

域を明確に絞り込み、MRI、DCS それぞれの強みを発揮できる戦略を策定する。双方の

協業はさまざまな選択肢の中の一つと位置付け、グループとしての企業価値の最大化を

目指すという方向性を、今年度、それぞれが事業の選択と集中を進めながら検証し、次の

中計につなげていく方針で進めている。 

上期、この新しい戦略の効果に手応えが出てきており、目指す方向性や注力する事業領域

については、今日説明した方向感に大きな変化はないと考えている。 

一方で、取り巻く環境はずいぶん変わってきた。AI の進化をどう事業に取り込み、成長の

原資としていくか。人材の流動化も進んでおり、競合関係も激化している。これら外部環境

の変化をしっかり新しい計画の中に織り込みながら、計数面や施策展開の整合性を取って

いくべく中身を詰めている。 

質問者 D： 2 月にあったアンソロピックショックをどう捉えているか。また、AI による業務への影響に

ついてどのように考えているか。 

回答者 A： アンソロピックショックは、AI がさまざまな経済、社会、また企業に対する破壊的な影響を

及ぼしてくるとの見方の中で、特に IT 業界にとって大きなマイナス影響があるだろうとし

て、アメリカや日本で関連業界の株価が大きく下がった現象と理解している。 

プラス、マイナス両面で、AI の進化に伴う我々の業界への影響があると考える。足元はど

ちらかといえばプラス面が大きく出ており、コンサル業界、IT サービス業界ともに各社が
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AI を実装していくことに伴うコンサル業務やシステム構築関連業務が、特に上期では業

績の追い風になる傾向が強かった。 

一方、AI の進化によって単純な調査分析業務、プログラミング、システム構築などは徐々

に AI に代替をされていく、あるいは社内で処理されていくので、もう少し長い目では大

きなマイナスインパクトが及びかねない。 

当社としても、足元は「ボーナス期間」と捉えており、この間に新しい付加価値をどう提供

していけるか、AI を活用して社内の業務プロセスやさまざまなバックオフィス業務をより

効率化して、1 人当たり付加価値を高めていけるかに取り組んでいく。そのことが AI を追

い風にすることにつながるとの認識の下で、さまざまな施策、対策を講じている。先ほど

の先行投資もその一環である。 

具体的には次期中計で戦略の柱にしたいと考えており、全体像は中計で発表したい。既に

先行して取り組んでいる事例もあり、それらプレスリリースをはじめ、投資家等の皆様との

コミュニケーションを通じてご紹介をしていきたい。 

質問者 E： ITS の不採算案件について、別の観点から質問。社長コメントにあった「現時点では個別案

件要因」というのは、DCS のビジネスモデルにおける構造問題が今後顕在化するリスクを

考慮されているのか。 

回答者 B： 今現在、次期中計に向けてビジネスモデルを変えていくことも検討中。今回の不採算案件

の分野は、将来的なビジネスモデルの一つの柱になるエリアと認識している。今は個別案

件要因と考えているが、将来的に DCS としてのビジネスモデルの柱を成していくに当た

って、（不採算の発生防止・抑止は）基本的な問題として解決していかなければいけない。

前述の再発防止策を遂行した上で、当社のビジネスの根幹としていけるように対応してい

きたい。 

［了］ 

 


